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令 和 ８ 年 ８ 月 2 8 日 

地震調査研究推進本部 

地 震 調 査 委 員 会 

京都盆地－奈良盆地断層帯の長期評価（一部改訂） 

京都盆地－奈良盆地断層帯は、京都盆地から山科盆地、奈良盆地の東縁にかけて、
全体としてほぼ南北方向に延びる活断層帯である。この断層帯について評価した結果、
以下に述べるように、京都盆地－奈良盆地断層帯は、北部区間、南部区間の２つに分
けられると考えられる。ここでは、平成７、８年度に地質調査所（現：産業技術総合
研究所）、平成 25 年度に産業技術総合研究所、令和元－３年度に文部科学省研究開発
局・国立大学法人京都大学防災研究所により行われた調査など、これまでに行われた
調査研究成果等に基づき、京都盆地－奈良盆地断層帯について評価を行った。※1 

１．断層帯の位置及び形態 
京都盆地－奈良盆地断層帯は、京都市左京区から奈良県桜井市に至るほぼ南北に延

びる活断層帯とされている。京都府京田辺市、城陽市、井手町の境界付近には基盤岩
の高まりが地表に露出していることから、この地域を境に京都盆地－奈良盆地断層帯
を北部区間、南部区間の２つに分けて評価した。 
北部区間は京都市左京区から城陽市付近まで延びる長さ約 23 km の活断層である。

全体として西側に対し東側が相対的に隆起する逆断層であり、横ずれ成分は認められ
ない（図１、図２、表１）。 
南部区間は、京都府城陽市の南部から奈良県桜井市までほぼ南北に延びる長さ約

35 km の活断層である。全体として西側に対し東側が相対的に隆起する逆断層であり、
横ずれ成分は認められない（図１、図２、表１）。 

２．断層帯の過去の活動 
過去数万年間においては、京都盆地－奈良盆地断層帯の平均的な上下方向のずれの

速度は、北部区間において約 0.6－0.7ｍ／千年であった可能性があり、南部区間にお
いて約 0.6－0.7ｍ／千年であったと推定される。南部区間では約４千６百年前以後、
９世紀以前に少なくとも１回の断層活動があったと考えられる。これ以外に過去の活
動時期に関するデータは得られていない。京都盆地－奈良盆地断層帯における１回の
断層活動による上下方向のずれの量は、北部区間で２ｍ程度であった可能性があり、
南部区間で４ｍ程度であった可能性がある。平均的な活動間隔については直接的なデ
ータは得られていないが、北部区間で３千３百－３千８百年程度であった可能性があ
り、南部区間で３千－６千年程度であったと推定される。 

※12001 年に公表した長期評価では、京都盆地－奈良盆地断層帯を南部と北部に分け、南部については「奈

良盆地東縁断層帯」として、北部については「三方・花折断層帯」の一部として、それぞれ評価を行った

（地震調査研究推進本部地震調査委員会，2001b，2003）。その後2024年までに行われた調査及び研究成果

により、断層帯を構成する断層やそれらの位置・形状などに関する新たな知見が得られた。こうした知見

に加え、重力異常や地下構造などの検討に基づいて、ここでは南部と北部を一括し、「京都盆地－奈良盆

地断層帯」として評価を行った。なお、今回の評価に際しては、必ずしも 2024 年までに公表されたすべ

ての調査研究成果を網羅しているわけではないことに留意されたい。

付録６－19
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３．断層帯の将来の活動 
北部区間ではマグニチュード（Ｍ）7.1 程度の地震が発生する可能性があり、その

際、断層の近傍の地表面には段差や撓みが生じ、東側が西側に対し相対的に２ｍ程度
高まる可能性がある。 
南部区間ではＭ7.4 程度の地震が発生する可能性があり、その際、断層の近傍の地

表面には段差や撓みが生じ、東側が西側に対し相対的に４ｍ程度高まる可能性がある。 
なお、過去の活動が十分に明らかではないため信頼度は低いが、京都盆地－奈良盆

地断層帯全体が連動して活動する可能性もある。その場合、Ｍ7.8 程度の地震が発生
する可能性がある。 
京都盆地－奈良盆地断層帯の北部区間及び南部区間における最新活動後の経過率及

び将来の地震発生確率は表２に示すとおりである。 
本評価で得られた地震発生の長期確率には幅があるが、その最大値をとると、北部

区間は今後 30 年の間に地震が発生する可能性が、我が国の主な活断層の中ではやや
高いグループに、南部区間は高いグループに属することになる（注１、注２）。 
 
４．今後にむけて 
京都盆地－奈良盆地断層帯の北部区間については、最新活動時期が十分に明らかに

されておらず、過去の活動履歴も明らかになっていない。南部区間についても、最新
活動時期が十分に絞り込まれていない。また、両区間とも、平均活動間隔について信
頼度の高いデータが得られていない。発生確率等の評価精度の向上のためには、本断
層帯の過去の活動履歴や平均的なずれの速度について、より一層明らかにすることが
必要である。 
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図１ 京都盆地－奈良盆地断層帯の概略位置図 

（長方形は図２の範囲） 
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図２ 京都盆地－奈良盆地断層帯の活断層位置と主な調査地点・探査測線 

１：西野山射庭地点 ２：大宅地点 ３：古市町地点 ４：今市町地点 

Ａ－Ｊ：反射法弾性波探査測線 

Ａ：文献５ Ｂ：文献８ Ｃ、Ｇ、Ｈ、Ｊ：文献 16 Ｄ、Ｅ、Ｆ：文献 17 Ｉ：文献３ 

活断層の位置は文献１、10～15 に基づく。基図は国土地理院発行電子地形図 20 万「京都

及大阪」、「和歌山」、「名古屋」、「伊勢」を使用。  
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表１ 京都盆地－奈良盆地断層帯の特性 

項 目 特 性 

信頼

度 

(注

３) 

根 拠 

（注４） 

１．断層帯の位置・形態 

 

 

 

 

 

（1）断層

帯を構成

する断層 

北部区間：銀閣寺－南禅寺（断層）（注５）、

桃山断層、黄檗（おうばく）断層

群、花山－勧修寺（かざん－かん

しゅうじ）断層、膳所（ぜぜ）断

層、宇治傾動帯 

南部区間：井手断層、片山（断層）、奈良坂

（ならざか）撓曲（とうきょ

く）、園原町（断層）、中山町－三

輪（断層）、菩提仙川－天理（ぼ

だいせんがわ－てんり）（断層）、

萱生町－穴師（かようちょう－あ

なし）（断層）、天理撓曲、櫟本

（いちのもと）（断層）、丹波市町

（断層）、長柄－巻野内（ながら

－まきのうち）（断層）、箸中－三

輪（はしなか－みわ）（断層）、帯

解（おびとけ）断層、佐保田（さ

ほだ）撓曲、曽根山撓曲、佐紀町

（さきちょう）撓曲、日葉酢媛命

稜（ひばすひめのみことのりょ

う）（断層）、植田断層、秋篠撓

曲、中山（断層）、和束谷断層 

 文献１、2、10による。 

 

 

 

 

文献１、2による。 

（2）断層

帯 の 位

置・形状  

地表における断層帯の位置・形状 

断層帯の位置 

全体 （北端）北緯 35°2.2′ 

東経 135°48.0′ 

（南端）北緯 34°31.5′ 

東経 135°51.1′ 

北部区間 

（北端）北緯 35°2.2′ 

東経 135°48.0′ 

（南端）北緯 34°50.0′ 

東経 135°47.8′ 

南部区間 

（北端）北緯 34°50.1′ 

東経 135°48.4′ 

（南端）北緯 34°31.5′ 

東経 135°51.1′ 

長さ 全体    約 57 km 

北部区間 約 23 km 

南部区間 約 35 km 

一般走向 全体  Ｎ５°Ｗ 

北部区間 Ｎ－Ｓ 

南部区間 Ｎ７°Ｗ 

 

 

◎ 

 

◎ 

 

 

〇 

 

◎ 

 

 

◎ 

 

◎ 

 

◎ 

〇 

◎ 

◎ 

◎ 

◎ 

地表の形状は文献２、10

－15 による。位置及び長

さは図２から計測。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般走向は断層帯の北端

と南端を直線で結んだ方

向（図２参照）。 
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地下における断層面の位置・形状 

長さ及び上端の位置 

（両区間とも） 

地表での長さ・位置と同じ 

 

上端の深さ  両区間とも０km 

傾斜 北部区間 

（桃山断層）東傾斜 50°程度 

（地下約 200ｍ以浅） 

（黄檗断層群）東傾斜 25－55°程度 

（地下約 100－300ｍ以浅） 

（花山－勧修寺断層）西傾斜 

（膳所断層）西傾斜 

南部区間 50－60°東傾斜 

（地下 600ｍ程度以浅） 

下端の深さ 

北部区間 15 km程度 

南部区間 15 km程度 

幅 

両区間とも不明 

 

 

 

〇 

 

◎ 

 

△ 

 

△ 

 

△ 

〇 

〇 

 

 

△ 

△ 

 

－ 

 

 

 

上端の深さが０km である

ことから推定。 

 

地下浅部の傾斜は文献３

－８による。 

 

 

 

 

 

 

 

地 震 発 生 層 の 下 限

（D100）から推定。（注

６） 

（3）断層

のずれの

向きと種

類 

北部区間 東側隆起の逆断層 

（花山－勧修寺断層・膳所断層

は西側隆起の逆断層） 

南部区間 東側隆起の逆断層 

◎ 

 

 

◎ 

文献１、２、９－15 に示

された変位地形等によ

る。 

２．断層帯の過去の活動 

 

 

 

 

(1) 平 均

的なずれ

の速度  

北部区間 約 0.6－0.7ｍ／千年（上下成

分） 

南部区間 約 0.6－0.7ｍ／千年（上下成

分） 

△ 

○ 

文献1，９，10等による。 

 

(2) 過 去

の活動時

期  

最新活動時期 

北部区間 不明 

南部区間 約４千６百年前以後、９世紀以

前 

 

－ 

◎ 

 

文献 10による。 

文献３、10による。 

(3)1 回の

ず れ の

量 と 平

均 活 動

間隔 

１回のずれの量 

北部区間 ２ｍ程度（上下成分） 

南部区間 ４ｍ程度（上下成分） 

平均活動間隔 

北部区間 ３千３百－３千８百年程度 

 

南部区間 ３千－６千年程度 

 

△ 

△ 

 

△ 

 

〇 

 

断層帯の長さから推定。 

断層帯の長さから推定。 

 

１回のずれの量と平均的

なずれの速度より推定。 

文献 10による。 

 (4)過去の

活 動 区

間 

北部区間及び南部区間の２区間 ○ 

 

断層の地表形態から推

定。 

３．断層帯の将来の活動 

 

 

 

 

(1) 将 来

の活動区

間及び活

動時の地

震の規模 

活動区間   ２区間 

 

 

北部区間 

地震の規模 Ｍ7.1程度 

ずれの量  ２ｍ程度（上下成分） 

△ 

 

 

 

△ 

△ 

断層帯周辺の地下構造や

地表における分布などか

ら推定。 

 

断層帯の長さから推定。 

断層帯の長さから推定。 
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南部区間 

地震の規模 Ｍ7.4程度 

ずれの量  ４ｍ程度（上下成分） 

（全体） 

地震の規模 Ｍ7.8程度 

 

△ 

△ 

 

△ 

 

断層帯の長さから推定。 

断層帯の長さから推定。 

 

断層帯全体の長さから推

定。 

 

表２ 京都盆地－奈良盆地断層帯の将来の地震発生確率等（注７） 

項 目 
将来の地震発生確率等（注

８） 

信頼度 

（注

９） 

備 考 

＜北部区間＞ 

 

今後 30年以内の発生確率 

今後 50年以内の発生確率 

今後 100年以内の発生確率 

今後 300年以内の発生確率 

Ａランク 

 

0.8％－0.9％ 

１％－２％ 

３％ 

８％－９％ 

 

 

 

d 

 

 

最新活動時期が不明のた

め、平均活動間隔をもとに

ポアソン過程で推測した。 

＜南部区間＞ 

 

地震後経過率（注 10） 

 

今後 30年以内の発生確率 

今後 50年以内の発生確率 

今後 100年以内の発生確率 

今後 300年以内の発生確率 

 

現在までの集積確率(注 11) 

Ｓ＊ランク 

 

0.2－1.5 

 

ほぼ０％－６％ 

ほぼ０％－10％ 

ほぼ０％－20％ 

ほぼ０％－50％ 

 

ほぼ０％－90％より大 

 

 

 

 

a 

 

 

 

 

発生確率及び集積確率は文

献１による。 

 

 

注１：地震調査委員会の活断層評価では、活動区間が単独で活動した場合の今後 30 年間の地震発生確率

について、次のような相対的な評価を盛り込むこととしている。 

今後 30年間の地震発生確率（最大値）が３％以上の場合： 

「本断層帯は、今後 30年の間に地震が発生する可能性が、我が国の主な活断層の中では高い

グループに属することになる」 

今後 30年間の地震発生確率（最大値）が 0.1％以上－３％未満の場合： 

「本断層帯は、今後 30年の間に地震が発生する可能性が、我が国の主な活断層の中ではやや

高いグループに属することになる」 

なお、2005年４月時点でひととおり評価を終えた 98の主要活断層帯のうち、最新活動時期が判

明しており、通常の活断層評価で用いている更新過程（地震の発生確率が時間とともに変動する

モデル）により地震発生の長期確率を求めたものについては、活動区間が単独で活動した場合の

今後 30年間に地震が発生する確率の割合は以下のとおりになっている。 

30年確率の最大値が 0.1％未満：約半数 

30年確率の最大値が 0.1％以上－３％未満：約 1／4 

30年確率の最大値が３％以上：約 1／4 

（いずれも 2005年４月時点での算定。確率の評価値に幅がある場合はその最大値を採用。） 

注２：1995年兵庫県南部地震（地震調査研究推進本部地震調査委員会，2026b）、1858年飛越地震（地震調

査研究推進本部地震調査委員会，2004）及び 1847 年善光寺地震（地震調査研究推進本部地震調査委



8 

員会，2015）の地震発生直前における 30年確率と集積確率は以下のとおりである。 

地震名 活動した活断層 
地震発生直前の

30年確率（％） 

地震発生直前の集

積確率（％） 

断層の平均活動

間隔（千年） 

1995年兵庫県南部地震 

（Ｍ7.3） 

六甲・淡路島断層帯 

淡路島西岸区間 

「野島断層を含む区間」 

(兵庫県) 

0.02％－10％ 0.05％－90％ 約 1.6－約 3.5 

1858年飛越地震 

（Ｍ7.0－7.1） 

跡津川断層帯 

(岐阜県・富山県) 
ほぼ０％－13％ 

ほぼ０％－90％ 

より大 
約 1.7－約 3.6 

1847年善光寺地震 

（Ｍ7.4） 

長野盆地西縁断層帯 

(長野県) 
ほぼ０％－20％ 

ほぼ０％－90％よ

り大 
約 0.8－約 2.5 

「長期的な地震発生確率の評価手法について」に示されているように、地震発生確率は前回の地震

後、十分長い時間が経過しても 100％とはならない。その最大値は平均活動間隔に依存し､平均活動

間隔が長いほど最大値は小さくなる。平均活動間隔が３万年の場合は 30 年確率の最大値は、0.86％

程度である。 

注３：信頼度は、特性欄に記載されたデータの相対的な信頼性を表すもので、記号の意味は次のとおり。 

◎：高い、○：中程度、△：低い 

注４：文献については、本文末尾に示す以下の文献。 

文献１：岡田・東郷編（2000） 

文献２：活断層研究会（1991） 

文献３：奥村ほか（1997） 

文献４：京都市（1998a） 

文献５：京都市（1998b） 

文献６：京都市（1999a） 

文献７：京都市（1999b） 

文献８：小泉ほか（2002） 

文献９：寒川ほか（1985） 

文献 10：文部科学省研究開発局・国立大学法人京都大学防災研究所（2022） 

文献 11：岡田ほか（2009） 

文献 12：岡田ほか（1996） 

文献 13：八木ほか（1998） 

文献 14：相馬ほか（1998） 

文献 15：今泉ほか編（2018） 

注５：岡田・東郷編（2000）では、単に｢片山｣となっており、他にもいくつかこのような表記のものがみ

られる。本評価では紛らわしさを避けるため、このようなものについては「（断層）」を名称の後ろ

につけることとした。これらの中には断層というより撓曲とする方がふさわしいものもあると思わ

れるが、本評価ではすべて「（断層）」で統一した。 

注６：主要活断層の評価の中では、断層面の下端の深さは、地震観測結果から推定される地震発生層の下

限の深さに基づいて推定を行っている。2016 年に発生した熊本地震の例では、本震のすべり領域

が、上記の方法で推定していた断層面の下端の深さよりもさらに５km 程度深い場所まで延びてい

た可能性が指摘された（例えば、Asano and Iwata, 2016; 気象庁，2016）。そのため、地震の際に

実際に活動しうる断層面の下端は、推定された断層面の下端に対して５km 程度深くなる可能性が

あることに留意されたい（地震調査研究推進本部地震調査委員会長期評価部会，2026）。 

注７：本断層帯北部区間では、最新活動時期が特定できていないため、通常の活断層評価で用いている更

新過程（地震の発生確率が時間とともに変動するモデル）により地震発生の長期確率を求めること
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ができない。地震調査研究推進本部地震調査委員会（2001a）は、このような更新過程が適用でき

ない場合には、特殊な更新過程であるポアソン過程（地震の発生時期に規則性を考えないモデル）

を適用せざるを得ないとしていることから、ここでは、ポアソン過程を適用して本断層帯北部区間

の将来の地震発生確率を求めた。しかし、ポアソン過程を用いた場合、地震発生の確率はいつの時

点でも同じ値となり、本来時間とともに変化する確率の「平均的なもの」になっていることに注意

する必要がある。なお、グループ分けは、通常の手法を用いた場合の全国の主な活断層のグループ

分け（注１参照）と同じしきい値（推定値）を使用して行った。 

注８：評価時点はすべて 2026 年１月１日現在。「ほぼ０％」は 10-3％未満の確率値を示す。なお、計算に

当たって用いた平均活動間隔の信頼度は低い（△）ことに留意されたい。活断層における今後 30

年以内の地震発生確率が３％以上を「Ｓランク」、0.1％～３％を「Ａランク」、0.1％未満を「Ｚラ

ンク」、不明（すぐに地震が起きることが否定できない）を「Ｘランク」と表記している。地震後

経過率（注 10）が 0.7以上である活断層については、ランクに「＊」を付記している。 

注９：地震発生確率等の評価の信頼度に関する各ランクの分類条件の詳細は以下のとおりである。 

ランク 分類条件の詳細 

ａ 
発生確率を求める際に用いる平均活動間隔及び最新活動時期の信頼度がいずれも比

較的高く（◎または○）、これらにより求められた発生確率等の値は信頼性が高い。 

ｂ 
平均活動間隔及び最新活動時期のうち、いずれか一方の信頼度が低く（△）、これら

により求められた発生確率等の値は信頼性が中程度。 

ｃ 
平均活動間隔及び最新活動時期の信頼度がいずれも低く（△）、これらにより求めら

れた発生確率等の値は信頼性がやや低い。 

ｄ 

平均活動間隔及び最新活動時期のいずれか一方または両方の信頼度が非常に低く

（▲）、発生確率等の値は信頼性が低い。このため、今後の新しい知見により値が大

きく変わる可能性が高い。または、データの不足により最新活動時期が十分特定で

きていないために、現在の確率値を求めることができず、単に長期間の平均値を確

率としている。 

注10：最新活動（地震発生）時期から評価時点までの経過時間を、平均活動間隔で割った値。最新の地震

発生時期から評価時点までの経過時間が、平均活動間隔に達すると 1.0 となる。今回の評価の数字

で、京都盆地－奈良盆地断層帯南部区間の 0.2は 1,125年を 6,000年で割った値。 

注 11：前回の地震発生から評価時点までに地震が発生しているはずの確率。 
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（説明） 

 

１．京都盆地－奈良盆地断層帯に関するこれまでの主な調査研究 

京都盆地－奈良盆地断層帯は京都市左京区から奈良県桜井市に至るほぼ南北に延びる活断層帯

である。吉岡（1987）は京都盆地周縁の活断層を記載した。京都市（1998a，b）は山科盆地におい

て、京都市（1999a，b）は桃山断層について、それぞれ反射法弾性波探査及び地形地質調査を行っ

た。小泉ほか（2002）は、黄檗断層群のうち、木幡断層及び南山（断層）において反射法弾性波

探査を行った。植村（2004）は京都盆地周辺の活断層に関する変位地形などの既存研究結果を整

理し、各断層の平均変位速度を見積もった。寒川ほか（1985）は奈良盆地東縁地域の段丘区分と

撓曲変形を記載し、段丘面の変位から平均変位速度を算出するとともに、断層活動が山麓（東側）

から盆地側（西側）へ移動したことを指摘した。また、奥村ほか（1997）は反射法地震探査を行

うとともに、トレンチ調査等により天理撓曲の活動履歴を推定した。さらに東郷（2000）は、古

墳が断層活動により変位している可能性を指摘した。小松原（2006）は膳所断層付近においてボ

ーリング資料の再検討から平均変位速度を推定した。脇田ほか（2013）では、宇治丘陵において

高位段丘面を西に傾動させる宇治傾動帯を認定した。産業技術総合研究所（2014）は、「活断層の

補完調査」の中で奈良盆地東縁断層帯（本断層帯の南部区間に相当）の地形調査や反射法弾性波

探査等を実施し、奈良東縁断層帯を構成する各断層の位置・形状や活動性についての検討を行っ

た。文部科学省研究開発局・国立大学法人京都大学防災研究所(以下、文科省・京大防災研、とす

る)（2020，2021，2022）は令和元年度から令和３年度にかけて実施された「奈良盆地東縁断層帯

における重点的な調査観測」において本断層帯についての稠密な地形・地質調査、トレンチ・ボ

ーリング調査、地下構造探査を実施し、本断層帯の分布・形状や活動性についての検討を行った。 

本断層帯とその付近の活断層の存在や位置は、活断層研究会編(1980，1991)、1:25,000都市圏活

断層図（岡田ほか，1996，2009；相馬ほか，1997；八木ほか，1997）、また、岡田・東郷編（2000）

などに示されている。活断層研究会編（1980，1991）は、本断層帯付近のうち、山科盆地東縁から

奈良盆地東縁にかけてほぼ南北方向に連続する活断層の存在を示しているが、宇治から井手町多

賀に至る約７km の区間については不明瞭であるとしている。一方、都市圏活断層図（岡田ほか，

1996）は、上記宇治－多賀間には活断層が存在しないとしている。また、岡田･東郷編（2000）も

この区間には活断層を表示していない。一方、脇田ほか（2013）は、これまで活断層が不明瞭も

しくは存在しないとされてきた宇治周辺において、高位段丘面を西に傾動させる宇治傾動帯の存

在を示している。文科省・京大防災研（2020，2021，2022）では、既存研究とほぼ同様の断層線が

報告されるとともに、宇治傾動帯の分布が示された。 

 

２．京都盆地－奈良盆地断層帯の評価結果 

２－１．評価の範囲について 

京都盆地－奈良盆地断層帯は、京都市左京区付近から奈良県桜井市付近まで、ほぼ南北に延び

るとされる活断層帯である(地震調査研究推進本部、1997)。後述する理由から、地震調査研究推進

本部地震調査委員会（2003）で評価された三方・花折断層帯に含まれる花折断層帯南部や、地震

調査研究推進本部地震調査委員会（2009）で評価された琵琶湖西岸断層帯に含まれる膳所断層も

本断層帯の一部として評価することとした。 

地震調査研究推進本部地震調査委員会（2001b）による本断層帯の評価では、断層帯の中部から

やや北側に当たる京都府宇治市内から城陽市南部付近までの南北約７km の区間には活断層は認め

られず、褶曲などの変位地形も認められなかったが、その後脇田ほか（2013）、文科省・京大防災

研（2020，2021，2022）により、その地域の活構造として宇治傾動帯の存在が示された（図２）。

宇治傾動帯と井手断層は、京都府京田辺市、城陽市、井手町の境界付近で近接するが、この付近
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には基盤岩の高まりが存在する。本評価では、この基盤岩の高まりを境界として京都盆地－奈良

盆地断層帯が北部区間と南部区間の２つの活動区間に二分されると考え評価を行う。 

 

２－２．京都盆地－奈良盆地断層帯の位置・形態 

（１）京都盆地－奈良盆地断層帯を構成する断層 

京都盆地－奈良盆地断層帯は、京都盆地から奈良盆地の東縁にかけてほぼ南北方向に延びる活

断層帯である．本断層帯を構成する断層・撓曲は図２、表１に示すとおりであり、銀閣寺－南禅

寺（断層）(注５)、桃山断層、黄檗（おうばく）断層群、花山－勧修寺（かざん－かんしゅうじ）

断層、膳所（ぜぜ）断層、宇治傾動帯、井手断層、片山（断層）、奈良坂（ならざか）撓曲、園原

町（断層）、中山町－三輪（断層）、菩提仙川－天理（ぼだいせんがわ－てんり）（断層）、萱生町

－穴師（かようちょう－あなし）（断層）、天理撓曲､櫟本（いちのもと）（断層）、丹波市町（断

層）、長柄－巻野内（ながら－まきのうち）（断層）、帯解（おびとけ）断層、箸中－三輪（はしな

か－みわ）（断層）、佐保田（さほだ）撓曲、曽根山撓曲､佐紀町（さきちょう）撓曲、日葉酢媛命

稜（ひばすひめのみことのりょう）（断層）、植田断層、秋篠撓曲、中山（断層）及び和束谷断層

からなる。断層の位置・名称は、宇治傾動帯（脇田ほか，2013）を除き岡田・東郷編（2000）に従

った。 

本断層帯を構成する各断層のうち、銀閣寺－南禅寺（断層）、桃山断層、黄檗（おうばく）断層

群、花山－勧修寺（かざん－かんしゅうじ）断層は京都盆地東縁から山科盆地付近に分布する。

岡田・東郷編（2000）によると、黄檗断層群は、小野－醍醐（おの－だいご）断層、御蔵山（お

ぐらやま）断層、木幡断層、南山（断層）及び菟道（とどう）断層からなる。花折断層の南端部

と銀閣寺－南禅寺（断層）は並走しており、また、桃山断層と黄檗断層群も５km 程度の距離を隔

てて並走している。桃山断層と黄檗断層群との間には花山－勧修寺断層が分布している。これら

の断層は、地震調査研究推進本部地震調査委員会（2003）では三方・花折断層帯のうち花折断層

帯南部として評価されていたが、花折断層帯北中部の変位様式が右横ずれ主体であることに対し、

南部は東側隆起の逆断層であることに加え、断層の連続性からも本断層帯の一部を構成する断層

として評価することが適切であると考えられる。 

膳所断層は、滋賀県大津市の琵琶湖南岸沿いに分布する。膳所断層は、地震調査研究推進本部

地震調査委員会（2009）では琵琶湖西岸断層帯南部の一部として評価されていたが、琵琶湖西岸

断層帯全体に対して膳所断層の走向や変位速度がやや異なることに加え、周辺の地形から考えて

桃山断層や黄檗断層群の副次的な断層と考えることが適切であることから、本断層帯の一部を構

成する断層として評価する。 

宇治傾動帯は、京都府宇治市から城陽市にかけての宇治丘陵周辺に分布する。地震調査研究推

進本部地震調査委員会（2001b）では、この地域に活断層が存在しないとされていたが、脇田ほか

（2013）は段丘堆積物を西に傾動させる活構造として宇治傾動帯を認定した。また、文科省・京

大防災研（2020，2021，2022）においても宇治傾動帯の存在が記載されており、その分布と変動地

形が報告されている。 

井手断層は、城陽市南部から宇治川の右岸に沿って南方へ延びる断層で、片山（断層）はその

さらに南方の木津川市付近に位置するほぼ北東－南西方向の断層である。 

奈良坂撓曲から箸中－三輪（断層）までの断層・撓曲は、片山（断層）の南側の奈良市街地の

東部からほぼ奈良盆地と笠置山地との境界沿いに桜井市付近まで、並走・雁行しながら全体とし

てほぼ南北に連なる。これら奈良盆地東縁の断層・撓曲は、一般に東側（笠置山地側）の断層ほ

どその主活動期が古いといわれている（例えば、坂本，1955；寒川ほか，1985）。 

佐保田撓曲、曽根山撓曲、佐紀町撓曲、日葉酢媛命稜（断層）、植田断層､秋篠撓曲及び中山

（断層）は、奈良坂撓曲の北西付近からその北方の京都府精華町の木津川左岸にかけて位置して
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おり、東側の井手断層や奈良坂撓曲と並走・雁行関係にある。これらは大阪層群の変形からその

存在が推定されているものが多い（岡田・東郷編，2000）。 

和束谷断層は、京都府木津川市の井手断層南端付近から和束川に沿って京都府相楽郡和束町付

近まで北東方向に延びる断層である（岡田・東郷編、2000）。 

活断層研究会編（1991）は、奈良盆地の北西側ないし西側の普賢寺撓曲とあやめ池撓曲を活断

層・撓曲としているが、岡田・東郷編（2000）は、これらは確実度Ⅱの活断層との区分は微妙で

あるものの、変位地形が不明瞭であることから、リニアメント（断層組織地形）としている。ま

た、奈良盆地の東側の三百断層と高樋断層についても新期の変位地形を伴っていないとしている

（岡田・東郷編，2000）。奈良盆地北側の精華町付近に位置する僧坊撓曲は、岡田・東郷編（2000）

で確実度Ⅱの活断層としているものの、中期更新世以降の活動を示す証拠に乏しい。笠置山地内

の矢田原断層と田原断層は、岡田・東郷編（2000）では東側隆起の変位を持つ確実度Ⅱの活断層

とされているが、地表における本断層帯との距離は最も近接した場所で４km であり、断層面の地

下構造を考慮しても本断層帯と一連のものとは考えにくい。以上のことから、本評価ではこれら

の断層を活断層の可能性がある構造として扱うにとどめる（地震調査研究推進本部地震調査委員

会，2026a）。 

なお、本断層帯は、文科省・京大防災研（2020，2021，2022）において報告されたように宇治傾

動帯の南端から井手断層北端周辺に基盤岩の高まりが認められることから、周辺の地下構造など

を考慮し、銀閣寺－南禅寺（断層）から宇治傾動帯に至る北部区間と、井手断層から箸中－三輪

（断層）に至る南部区間に区分した。 

 

（２）断層帯の位置、形状 

京都盆地－奈良盆地断層帯北部区間の長さ及び一般走向は、北部区間の北端と南端を直線で結

ぶと、それぞれ約 23 km 及びＮ－Ｓとなる（図２）。京都盆地－奈良盆地断層帯南部区間の長さ及

び一般走向は、南部区間の北端と南端を直線で結ぶと、それぞれ約35 km及びＮ７°Ｗとなる（図

２）。京都盆地－奈良盆地断層帯全体の長さ及び一般走向は、北部区間の北端と南部区間の南端を

直線で結ぶと、それぞれ約 57 km及びＮ５°Ｗとなる（図２）。 

断層面上端の深さは、断層または撓曲による変位がほぼ地表に達していることから、断層帯北

部区間、南部区間ともに０kmとした。 

北部区間の傾斜は、断層露頭、トレンチ壁面、ボーリング調査結果などから、東傾斜の可能性

がある。北部区間を構成する断層のうち、桃山断層では京都市（1999a，b）により反射法弾性波探

査が実施されており、それによれば約 200ｍより浅い部分では 50°程度東に傾斜している可能性が

ある（図３）。黄檗断層群では、小野－醍醐断層（京都市 1998a，b）及び木幡断層及び南山（断層）

（小泉ほか，2002）において反射法弾性波探査が実施されている（図４）。京都市（1998a，b）に

よれば小野－醍醐断層では東傾斜が推定され、小泉ほか（2002）が示した断面図によると、黄檗

断層群の小野－醍醐断層、木幡断層及び南山（断層）は、東傾斜で地下約 100－300ｍよりも浅い

ところでは、25－55°程度の可能性がある。なお、桃山断層と黄檗断層群の間に分布し、ほぼ南

北方向に延びる花山－勧修寺断層は西傾斜の可能性があり、最も東に分布する膳所断層は西傾斜

と推定される。 

南部区間の傾斜は、奥村ほか（1997）が奈良市と天理市の境界付近で行った反射法探査によれ

ば、深さ 600ｍ程度よりも浅いところでは、奈良盆地東縁の天理撓曲及び帯解断層は 50－60°東傾

斜（図５）と推定される。 

本断層帯付近では、断層面の下端の深さは後述のとおり地震活動の観測データから北部区間及

び南部区間では、いずれも 15 km程度の可能性がある。しかしながら、北部区間、南部区間ともに

地下数百ｍ以深の傾斜に関する情報が得られていないため、断層面の幅はどちらの区間とも不明
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である。 

 

（３）断層の変位の向き（ずれの向き）（注 12） 

京都盆地－奈良盆地断層帯は全体として東側を相対的に隆起させる逆断層である。北部区間の

桃山断層及び黄檗断層群は、反射法弾性波探査の結果や岡田・東郷編（2000）などに示された変

位地形などから、東側が西側に対して相対的に隆起する逆断層と考えられる。この両断層（群）

にはさまれる花山－勧修寺断層は山科盆地の西縁に沿って分布しており、西側が相対的に隆起す

る逆断層と考えられる。また、これらの断層（群）より東に位置する膳所断層は、段丘面や扇状

地面などにみられる変位から、断層の西側が東側に対して相対的に隆起する逆断層と考えられる。

これらの断層（群）には、いずれも横ずれ成分を示すデータは得られていない。宇治傾動帯は、

宇治丘陵において高位段丘面を西に向かって緩やかに傾動させている。南部区間の奈良盆地の北

西部から北方に南北方向に雁行する断層・撓曲群のうち、植田断層は主断層とは逆向きで西側が

相対的に隆起している。横ずれ成分は認められない。また、和束谷断層は北西側が隆起する逆断

層である。 

 

２－３．京都盆地－奈良盆地断層帯の過去の活動 

（１）平均変位速度（平均的なずれの速度）（注 12） 

本断層帯の平均変位速度を示す資料として、以下のものがある。 

 

＜北部区間＞ 

桃山断層では、Ｌ面に約５ｍの東側隆起の上下変位がみられる（岡田・東郷編，2000）。Ｌ面の

形成年代を約２万年前とすれば、桃山断層の過去約２万年間の平均上下変位速度は、約 0.3ｍ／千

年と求められる。黄檗断層群は、東側隆起の上下変位がみられ、植村（2004）によると過去 110万

年間の総変位量が約 300ｍに達することから、平均上下変位速度は約 0.3ｍ／千年と推定される。

また、文科省・京大防災研（2022）によると、黄檗断層群の小野－醍醐断層を横切る群列ボーリ

ングにおいて、隆起側の低位Ⅰ面を構成する堆積物と低下側の堆積物中に挟まる姶良 Tn 火山灰

（以降では AT 火山灰と呼ぶ。）の比高が約 12ｍであることが報告されている。AT 火山灰の降下年

代（約３万年前；注 13）から、平均上下変位速度は 0.4ｍ／千年と推定される。一方、花山－勧修

寺断層は西側隆起の上下変位がみられ、植村（2004）によると過去 110 万年間の総変位量が約 350

ｍ程度と推定されることから、平均上下変位速度は約 0.3ｍ／千年と求められる。膳所断層は西側

隆起の上下変位がみられる。小松原（2006）によると沈降側において地下数ｍ～10ｍ以浅に AT 火

山灰が出現することから、上下変位速度は 0.1ｍ／千年を大きく上回るとは考えにくいとしている。

これらのうち、山科周辺の地形・地質学的な特徴から、東側隆起の桃山断層と黄檗断層群が主断

層であり、西側隆起の花山－勧修寺断層や膳所断層はこれらの主断層に対する副次的な断層と考

えられる。また、桃山断層と黄檗断層群は地下浅部で分岐した一連の構造と考えられることから、

変位速度を足し合わせた東側隆起の変位速度の上下成分は約 0.6－0.7ｍ／千年の可能性がある。 

 

＜南部区間＞ 

文科省・京大防災研（2022）は南部区間北側に位置する井手断層を挟む隆起側の低位４面と低

下側の沖積面で掘削されたボーリングにより認められた鬼界アカホヤ火山灰（以降では K-Ah 火山

灰と呼ぶ。）を基準とし、断層による上下変位量を約３ｍと報告している。K-Ah 火山灰の降下年代

（約７千２百年前；注 14）から平均上下変位速度は約 0.4ｍ／千年と推定される。 

寒川ほか（1985）は、天理市北部において、天理撓曲による段丘面（櫟本面）の変位量と、放

射性炭素同位体（14Ｃ）年代測定により推定したこの段丘面の形成年代（1.5－２万年前）から、
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天理撓曲の平均上下変位速度を0.25－0.30ｍ／千年と算出した。また、寒川ほか（1985）は奈良盆

地東縁に分布する他の複数の段丘面の形成年代を紀ノ川流域の段丘との対比により推定し、断層

活動による各段丘の変位量を計測して、天理撓曲及び奈良坂撓曲の活動に伴う平均上下変位速度

を求めている。これらをまとめると0.07－0.28ｍ／千年となる。文科省・京大防災研（2022）は奥

村ほか（1997）に報告された天理撓曲を横切る群列ボーリングデータを整理するとともに、追加

ボーリングを実施し、地質断面図をもとに低位段丘堆積物下面の上下変位量を約 8.5ｍと見積もっ

た。低位段丘堆積物中において 27,890±120 yBP（暦年較正すると約３万２千年前；注 15）、低位

段丘堆積物下位から 34,880±220 yBP（暦年較正すると約４万年前;注 15）の 14Ｃ年代が報告されて

いる。よって、低位段丘堆積物下面の形成年代は約３万２千－４万年前と推定され、平均上下変

位速度は約 0.2－0.3ｍ／千年と求められる。ここでは、信頼度が高い 14Ｃ年代値が得られている段

丘面の変位から得られた 0.3ｍ／千年を天理撓曲の平均上下変位速度とする。 

一方、奥村ほか（1997）は、帯解断層の両側で実施したボーリング調査により約 100万年前のピ

ンク火山灰が断層をはさんで約 80ｍ変位していることを明らかにするとともに、この結果と反射

法地震探査の結果（図５）から、帯解断層は中期更新世以降に活動を開始し、帯解断層と天理撓

曲を合わせた中期更新世以降の累積変位量は 150ｍ程度であるとした。天理撓曲の東側に位置する

高樋断層と三百断層は 30 万年前以降活動していない（岡田・東郷編、2000）とされており、奥村

ほか（1997）の反射法探査結果によれば、この付近において最近の地質時代も活動を続けている

断層・撓曲は、天理撓曲と帯解断層であると考えられる。また、上述のように両者による変位量

はほぼ同じであることから、帯解断層の平均上下変位速度は天理撓曲と同程度の 0.3ｍ／千年程度

と推定される。文科省・京大防災研（2022）は関西圏地盤情報データベースをもとに地質断面図

を作成し、帯解断層を挟んで AT 火山灰を含む低位段丘堆積物の上下変位が約 11ｍであることを示

した。上述の AT 火山灰の降下年代から、平均上下変位速度は 0.3－0.4ｍ／千年と推定される（注

13）。 

以上のことから、南部区間の平均変位速度の上下成分は、並走する天理撓曲と帯解断層の平均

上下変位速度を加えた約 0.6－0.7ｍ／千年と推定される。 

 

(2)過去の活動時期 

本断層帯の過去の活動時期に関する調査結果として、以下のものがある。 

 

（北部区間） 

京都市山科区西野山射庭の山科盆地の西縁に沿う西上がりの勧修寺断層付近で、ボーリング調

査及びトレンチ調査が京都市（1998a，b）により行われた（図２の地点１）。京都市（1998a，b）

はトレンチ及びボーリングで得られた結果から地質断面図を作成し、断層が作る撓曲崖にアバッ

トして堆積する数枚の腐植層の傾斜に累積性があるとして、これを断層活動によるものと考え、

腐植層から得られた 14Ｃ年代値と腐植層の間に含まれる AT 火山灰（注 13）から、約３万年前以後、

約 1 万３千年前（ともに暦年較正値）の活動と、約 48,360 年前（暦年未補正値）以後、約 35,430

年前（暦年未補正値。暦年補正すると約４万１千年前）以前の活動が考えられるとした。しかし、

傾斜の変化はごくわずかであり、ボーリング調査の結果から推定した各地層の傾斜が確実に断層

活動を表しているかどうかは不明である。 

文科省・京大防災研（2022）は、黄檗断層群小野－醍醐断層を横切るように大宅地区にて群列

ボーリング調査を実施し（図２の地点２）、最終氷期後期と推定される礫層を不整合に覆う谷底堆

積物が未変形であることを報告した。谷底堆積物からは 1,350±30 yBP（暦年較正すると７－８世

紀；注15）の 14Ｃ年代が得られており、最新活動は７世紀以前と推定される。しかし、下限の年代

が定められておらず、最新活動時期が限定できていない。 
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以上のように北部区間の最新活動時期については、十分特定できておらず不明である。 

 

（南部区間） 

奈良盆地東縁の天理撓曲において、寒川ほか（1985）は断層活動により変位を受けている段丘

を構成する地層から得られた 14Ｃ年代値から、1 万５千－２万年前以後に断層活動があったとして

いる。奥村ほか（1997）は、奈良市古市町（図２の地点３）の天理撓曲で実施したトレンチ調査

により、約１万年前（暦年補正をすると約１万１千年－１万３千年前；注 15）の砂・シルト層及

びそれよりも下位の地層が累積的に傾斜し、これを覆う奈良時代（８－９世紀）の砂礫層等には

傾動が認められず傾斜不整合をなすことから、約１万年前以後、奈良時代以前（暦年補正をする

と約１万３千年前以後、９世紀以前）に少なくとも１回の断層活動があったものとしている（図

６上）。また、奈良市古市町の別な場所で実施したトレンチ調査で、中期更新世末－後期更新世初

めの砂礫層を切る断層が中世の壕跡に切られていることから、この派生断層は中世以降活動して

いないとした（図６下）。一方、東郷（2000）は、曽根山撓曲（東郷（2000）では歌姫断層）の活

動によって古墳が変位を受けたと考えられるとしている。この変位が断層活動によるものとすれ

ば、この古墳は５世紀半ばに作られたと考えられていることから、これ以降に断層の活動があっ

たことになるが、古墳の変位が断層活動によるものかどうかは確定できない。このため、古墳の

この変位については地震発生時期を特定する資料として用いない。 

なお、奥村ほか（1997）は天理市井戸野において実施した帯解断層のトレンチ調査の結果に基

づき、AT 火山灰降下以前（注 13）に断層活動があった可能性があるとしているが、これが最新活

動の１つ前の活動を示すかどうかは不明であるとしている。 

文科省・京大防災研（2021）によると令和２年度に帯解断層上の今市町（図２の地点４）にお

いて掘削されたトレンチにおいて、21層の上面高度に高度差があること、10層が 23層に生じた開

口亀裂を充填していること、21 層に波状変形が生じていることから、21 層堆積後、10 層堆積前に

最新活動があったとしている（図７）。21層から最も古い 14Ｃ年代として 4,010±30 yBP（暦年補正

すると約４千５百－４千６百年前；注 15）が得られていることから、最新活動は約４千６百年前

以後と推定される。 

以上のことから、南部区間では約４千６百年前以後、９世紀以前に最新活動があったと考えら

れる｡これ以外の活動については不明である。 

 

(3)１回の変位量（ずれの量）（注 12） 

（北部区間） 

本断層帯北部区間では、１回の活動に伴う変位量に関する直接的な資料は得られていない。北

部区間は、長さが約23 kmと推定されることから、松田ほか（1980）の経験式（１）、松田（1975）

の経験式（２）を用いると、北部区間における１回の活動に伴う変位量とマグニチュードを推定す

ることができる。それによると、１回の活動に伴う変位量は、上下変位成分が約2.3ｍと算出され

る。用いた経験式とは、次の式である。ここで、Ｌは断層の長さ（km）、Ｍはマグニチュード、Ｄ

は１回の活動に伴う変位量（ｍ）である。 

Ｄ＝10-1Ｌ  （１） 

LogＬ＝0.6Ｍ－2.9 （２） 

以上のことから、北部区間の１回の活動に伴う上下方向の変位量は２ｍ程度であった可能性が

ある。 

 

（南部区間） 

奈良盆地東縁において、天理撓曲により変位を受けている段丘面（櫟本面）の上下変位量は５
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－６ｍである（寒川ほか、1985）。しかし、これは複数回の活動によるものである可能性が高い。 

また、奥村ほか（1997）は、約１万年前以後、奈良時代以前（暦年補正をすると約１万３千年

前以後９世紀以前）の活動を認めた奈良市古市町トレンチの両側でボーリング調査を実施している。

この結果によれば最も新しい段丘面を構成する礫層に断層をはさんで約３ｍの上下変位がみられる。

しかしながら、この値も断層帯の１回の変位量を表すものかどうかは不明である。 

文科省・京大防災研（2022）は、木津川市山城町上狛においてトータルステーションによる計

測を行い、井手断層によって変位した最低位の地形面の変位量が約1.5ｍであり、その上位の地形

面の変位量が約2.6ｍであると報告した。それにより最新活動時の変位量が約1.5ｍであり、同程度

の変位量が繰り返されたと推定している。また、天理撓曲における低位段丘面の変動崖の比高から

最新活動の変位量が１－２ｍであること、上位の段丘面の変動崖の比高が下位と比較して２倍程度

の値を示すことから、少なくとも過去２回の活動に関しては同様の変位量が繰り返されたと推定し

ている。井手断層及び天理撓曲はともに並走する断層もしくは撓曲構造が存在することから、１回

の変位量はこれらの値より大きいと考えられる。 

このように、南部区間では１回の変位量に関する確実なデータは得られていないが、南部区間

の長さ（約35 ㎞）から、上述の経験式（１）を用いると、南部区間における１回の活動に伴う変

位量は上下変位成分が約3.5ｍと算出される。この値は、上述の地形計測やボーリング調査で得ら

れた値などと不調和であり、今後検討する必要がある。 

以上のことから、南部区間の１回の活動に伴う上下方向の変位量は４ｍ程度であった可能性が

ある。 

 

(4)活動間隔 

＜北部区間＞ 

北部区間の長さと平均上下変位速度から計算によって平均活動間隔を求めると、北部区間の１

回の活動に伴う上下変位量を約 2.3ｍ（四捨五入で２ｍ程度）、平均上下変位速度を 0.6－0.7ｍ／

千年とすると、北部区間の平均活動間隔は３千３百－３千８百年となる。 

 

＜南部区間＞ 

文科省・京大防災研（2022）では、上述のように、木津川市山城町上狛における井手断層のボ

ーリング調査により、K-Ah 火山灰降下以降に少なくとも２回活動したと推定され、１千年前以降

に活動した記録がないことから、活動間隔は６千年より短いと見積もった。また、天理撓曲にお

いて１回の変位量として１－２ｍの上下変位、上下変位速度として 0.3ｍ／千年が得られたことか

ら、天理撓曲の平均活動間隔を３千－６千５百年と算出した。井手断層及び天理撓曲が常に同時

に活動するとした場合、両者において推定された平均活動間隔から、南部区間における平均活動

間隔は３千－６千年と推定される。 

南部区間の長さと平均上下変位速度から計算によって平均活動間隔を求めると、南部区間の１

回の活動に伴う上下変位量を約 3.5ｍ（四捨五入で４ｍ程度）、平均上下変位速度を 0.6－0.7ｍ／

千年とした場合、南部区間の平均活動間隔は約５千－５千８百年となる。この値は経験式により

得られた１回の活動による変位量を用いて求めたものであるものの、上述の地形計測やボーリン

グ調査に基づいて算出された活動間隔と概ね矛盾しない。 

 

以上により、本断層帯の平均活動間隔は北部区間で３千３百－３千８百年程度の可能性があり、

南部区間で３千－６千年程度と推定される。 

 

(5) 活動区間 



17 

前述のとおり、本断層帯は基盤の高まりの存在から、北部区間と南部区間の２つの活動区間に

分かれて活動があったと推定される。しかしながら、本断層帯は、構成する断層がほぼ連続的に

分布することから、松田（1990）の基準によれば全体が１つの区間として活動した可能性も否定

できない。 

 

(6)先史時代・歴史時代の活動 

本断層帯付近で起こったと考えられる歴史地震はいくつか認められるが、いずれも本断層帯と

の関係は明らかではない。 

 

(7)測地観測結果 

京都盆地－奈良盆地断層帯周辺における最近５年間及び 2012 年からの 10 年間の GNSS 観測結果

では、黄檗断層群東部で北東－南西方向に伸びが見られ、断層帯南東部では北西－南東方向に伸

びが見られる。全体として北西－南東方向の縮みが見られる（図８－１、図８－２）。また、1994

年までの約 100年間の測地観測結果から得られた水平ひずみ速度分布では、全体として東西方向の

縮みが見られる（図８－３）。 

 

(8)地震観測結果 

2022 年 12 月までの 20 年間の地震観測結果によれば、京都盆地－奈良盆地断層帯周辺では、Ｍ

3.0～4.0 程度の地震が時々発生している。地震発生層の深さの下限は 15 km 程度の可能性がある

（図９－１，図 10）。発震機構は、概ね東西方向に圧力軸を持つ逆断層型が見られる（図９－

２）。1919年以降、本断層帯周辺では、Ｍ5.0以上の地震は発生していない。 

 

２－４．京都盆地－奈良盆地断層帯の将来の活動 

(1)活動区間と活動時の地震の規模 

本断層帯は、北部区間と南部区間の２つの区間に分かれて活動すると推定されるが、断層帯全

体が１つの区間として同時に活動する可能性も否定できない。 

本断層帯が北部区間と南部区間に分かれて活動する場合、上述の松田（1975）の経験式（２）

に基づくと、それぞれＭ7.1 程度、Ｍ7.4 程度の地震が発生する可能性がある。また、上述の松田

ほか（1980）の経験式（１）に基づくと、その際に断層近傍の地表面ではそれぞれ２ｍ程度、４

ｍ程度、断層の東側が西側に対して相対的に高まる段差や撓みが生じる可能性がある。 

断層帯全体（長さ約 57 km）が１つの活動区間として同時に活動する場合には、経験式（２）に

基づくと、Ｍ7.8程度の地震が発生すると推定される。 

 

(2)地震発生の可能性 

京都盆地－奈良盆地断層帯における将来の地震発生確率は、表２のとおりである。 

前述のように、本断層帯は断層帯北部と断層帯南部の２つの区間に分かれて活動すると推定さ

れる。 

北部区間の平均活動間隔は３千３百－３千８百年程度であった可能性があるが、最新活動について

はよくわかっていない。最新活動時期が特定できていないため、上記のようなＭ7.1 程度の地震が

発生する長期確率を更新過程（地震の発生確率が時間と共に変動するモデル）を用いて評価する

ことができず、地震後経過率も不明である。地震調査研究推進本部地震調査委員会（2001a）は、

地震の発生確率を求めるに当たって、通常の活断層評価で用いている更新過程が適用できない場

合には、特殊な更新過程であるポアソン過程（地震の発生時期に規則性を考えないモデル）を適

用せざるを得ないとしている。信頼度の低い平均活動間隔を用いた計算であることに十分留意す
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る必要があるが、ポアソン過程を適用して地震発生確率を求めると今後30年以内、50年以内、100

年以内、300年以内の地震発生確率は、それぞれ 0.8％－0.9％、１％－２％、３％、８％－９％と

なる。もっとも高い値に注目すると、北部区間は今後 30 年の間に地震が発生する可能性が我が国

の主な活断層の中ではやや高いグループに属することになる。 

南部区間における平均活動間隔は３千－６千年程度と推定され、また、最新の活動以後の経過

時間は約４千６百年－約１千１百年である。したがって、平均活動間隔に対する現在における地

震後経過率は、0.2－1.5 となる。また、得られた平均活動間隔及び最新活動時期は幅の広い範囲

であることに十分留意する必要があるが、地震調査研究推進本部地震調査委員会（2001a）に示さ

れた手法（BPT分布モデル、α＝0.24）によると、今後 30年以内、50年以内、100年以内、300年

以内の地震発生確率はそれぞれほぼ０％－６％、ほぼ０％－10％、ほぼ０％－20％及びほぼ０％

－50％、現在までの集積確率は、ほぼ０％－90％より大となる。本評価で得られた将来の地震発

生確率には幅があるが、その最大値をとると、南部区間は今後 30 年の間に地震が発生する可能性

が我が国の主な活断層の中では高いグループに属することになる。表３にこれらの確率値の参考

指標（地震調査研究推進本部地震調査委員会長期評価部会、1999）を示す。 

なお、断層帯全体が同時に活動する場合の確率は、それぞれの区間が単独で活動する場合の確

率を超えないものと考えられる。 

 

３．今後に向けて 

以上のように、本断層帯北部区間においては、最新活動時期を含む過去の活動履歴が十分に明

らかにされておらず、南部区間についても最新活動を十分に絞り込むことができていない。また、

両区間とも平均活動間隔等の信頼度が低い。このため、過去の活動履歴や平均変位速度について、

より精度の高いデータを得る必要がある。 

 

 

注12：本文及び表１では、｢変位｣を一般的にわかりやすいように「ずれ」という言葉で表現している。こ

こでは専門用語である｢変位｣が本文や表１の｢ずれ｣に対応するものであることを示すため、両者を

併記した。以下、文章の中では｢変位｣を用いる。なお、活断層の専門用語では、｢変位｣は切断を伴

う「ずれ」の成分と切断を伴わない｢撓（たわ）みの成分｣よりなる。 

注 13：姶良 Tn（AT）火山灰層の降下年代値は、本断層帯北部区間の従来評価（かつての三方・花折断層

帯の南部；地震調査研究推進本部地震調査委員会、2003）では約２万８千年前としていたが、ここ

では Smith et al. (2013)に従い約３万年前とした。 

注 14：鬼界アカホヤ火山灰（K-Ah）の降下年代値は、Smith et al. (2013)に従い約７千２百年前とした。 

注 15：放射性炭素同位体年代（14C年代）については、較正曲線 IntCal20 (Reimer et al., 2020)を用いた

OxCal 4.4 (Bronk Ramsey, 2009, 2021)に基づいて暦年補正し、原則として１σの数値を示した。

このうち 2 千年前よりも新しい年代値は世紀単位で示した。2026 年１月１日を起点として、2 千年

前より古く、一万年前よりも新しい年代値については、四捨五入して百年単位で、一万年前よりも

古い年代値は四捨五入して千年単位で示した。 
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図３ 桃山断層における反射法弾性波探査の測線位置（図２の測線Ａ）と反射断面 

（京都市，1999b）に加筆  縦：横＝１：１ 

断面図に断層の位置を矢印で示した。 
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ｄ

図４ 黄檗断層群における反射法弾性波探査の測線位置（図２の測線Ｂ）と反射断面 （小泉ほか, 2002） 
縦：横＝１：１ 
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図５ 反射法探査断面（深度変換断面）（図２の測線Ｉ）（奥村ほか，1997） 鉛直誇張：約３倍 
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図６ 古市町（T1）Ｂトレンチ北側壁面（BN）のスケッチ（上）、Ｃトレンチ南側壁面（CS）のスケッチ（下）

及びＢ、Ｃトレンチの位置（右）（奥村ほか，1997） 

 Ａ：盛土，Ｂ：現代の水田，Ｃ：奈良時代の水田・砂礫層，Ｄ：後期更新世末期の砂・シルト層，Ｅ：中期更新世末～後期更新世初めの砂礫層，Ｆ：中世の

壕跡。図中の年代値は、暦年未補正の放射性炭素同位年代。試料の年代値を暦年補正するとそれぞれ以下のようになる（注 15）。 

1,200±50 yBP → ８世紀－９世紀  10,210±360 yBP → 約１万１千－１万３千年前  900±80 yBP  → 11世紀－13世紀 



 26 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図７ 今市町トレンチ南壁面のスケッチ（上）、スケッチの凡例（下）、今市町トレンチの位置（右）（文科省・京大防災研，2021） 

図中の年代値は、暦年未補正の放射性炭素同位年代。21層から採取された SP21の示す年代値を暦年補正すると以下のようになる（注 15）。 

4010±30 yBP  → ４千５百－４千６百年前 
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図８－１  2017年 12月から 5年間の GNSS連続観測による京都盆地－奈良盆地断

層帯及びその周辺における水平ひずみ分布（国土地理院作成） 

スケールは 0.5×10-6。 
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図８－２  2012年 12月から 10年間の GNSS連続観測による京都盆地－奈良盆地断

層帯及びその周辺における水平ひずみ分布（国土地理院作成）スケールは１×10-6。 

 



29 

 

図８－３  1883年１月から 1994年１月までの約 100年間の測地観測による京都盆地－

奈良盆地断層帯及びその周辺における水平ひずみ分布（国土地理院作成）スケールは

10×10-6。 
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図９－１ 京都盆地－奈良盆地断層帯周辺の地震活動（気象庁作成） 

（2003年１月１日～2022年 12月 31日、深さ 30 km以浅、Ｍ1.0以上） 

ⅰ）震央分布図 

ⅱ）ⅰ）の領域 a内のＡ－Ｂ投影の断面図 

ⅲ）ⅰ）の領域 a内のＢ－Ｃ投影の断面図 

ⅳ）ⅰ）の領域 a内のＭ－Ｔ図（地震活動経過図） 

  

A 

B B A 

B 

C 

C 

領域 a 

ⅱ） ⅳ） 

ⅲ） 

ⅰ） 
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図９－２ 京都盆地－奈良盆地断層帯周辺の地震の発震機構（気象庁作成） 

（P波初動解による下半球投影）と圧力軸（上）と張力軸（下）の分布 

2003年１月１日～2022年 12月 31日（深さ 30 km以浅、Ｍ3.0以上） 
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図10 京都盆地－奈良盆地断層帯北部区間周辺の震源分布図（作成：防災科学技術研究所・松原 誠氏） 

京都盆地－奈良盆地断層帯周辺で発生したＭ1.5以上の手動再検測済みの地震について、３次元地震波速度構造（Matsubara et al., 2022）を使用して再決

定した震源分布を、P波速度構造図（Matsubara et al., 2022）上に描画している。なお、対象とした地震は、断層帯を中心として、断層平行方向には±15 

kmの範囲を、断層直交方向には断層長と同程度の長さの矩形の範囲において、2000年10月1日から2022年12月31日の期間に発生したものとした。 
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表３ 京都盆地－奈良盆地断層帯（南部区間）の地震発生確率及び参考指標 

項    目 試  算  値（注 16） 備   考  

地震後経過率 

 

今後 30年以内の発生確率 

今後 50年以内の発生確率 

今後 100年以内の発生確率 

今後 300年以内の発生確率 

 

現在までの集積確率 

 

0.2－1.5 

 

ほぼ０％－６％ 

ほぼ０％－10％ 

ほぼ０％－20％ 

ほぼ０％－50％ 

 

ほぼ０％－90％より大 

 

 

 

発生確率及び集積確率

は地震調査研究推進本

部 地 震 調 査 委 員 会

（2001a）参照。 

 

 

 

 

 

 

 

指標（1）経過年数 

比 

指標（2） 

指標（3） 

指標（4） 

指標（5） 

ﾏｲﾅｽ３千１百年－２千５百年 

0.3－２ 

ほぼ０－６ 

ほぼ０％－90％より大 

ほぼ０－0.8 

0.0002－0.0003 

 

地震調査研究推進本部 

地震調査委員会長期評 

価部会（1999）参照。 

 

 

 

 

 

 

※京都盆地－奈良盆地断層帯北部区間は、最新活動時期が判明していないため、将来の地震発生確率をポアソン過程

で求めている。従って、表３のような参考指標は算出しない。 

 

 

注 16：評価時点はすべて 2026年１月１日現在。「ほぼ０％」は 10-3％未満の確率値を、「ほぼ０」は 10-5未

満の数値を示す。 

指標（1）経過年数：当該活断層があることによって大地震発生の危険率（１年間当たりに発生する回数）は最新活動

（地震発生）時期からの時間の経過とともに大きくなる（BPT分布モデルを適用した場合の考え

方）。一方、最新活動の時期が把握されていない場合には、大地震発生の危険率は、時間によら

ず一定と考えざるを得ない（ポアソン過程を適用した場合の考え方）。 

この指標は BPT 分布モデルによる危険率が、ポアソン過程を適用した場合の危険率の値を超え

た後の経過年数である。値がマイナスの場合は、前者が後者に達していないことを示す。ポア

ソン過程を適用した場合後者の危険率は、京都盆地－奈良盆地南部区間の場合、３千分の１

（0.0003）－６千分の１（0.0002）回であり、時間によらず一定である。 

BPT 分布モデルを適用した場合の危険率は時間とともに増加する。BPT 分布モデルを適用した場

合の危険率がポアソン過程を適用した場合の危険率に達するには、京都盆地－奈良盆地断層帯

南部区間の場合は、地震後経過率が0.2の条件下で、３千１百年を要することになる。一方、地

震後経過率が1.5であった場合、すでに前者の危険率は後者の危険率を超えて２千５百年経過し

ていることになる。 

指標（1）比      ：最新活動（地震発生）時期から評価時点までの経過時間をＡとし、ＢＰＴ分布モデルによる危険

率がポアソン過程とした場合のそれを超えるまでの時間をＢとする。前者を後者で割った値

（A/B）。 

指標（2）          ：BPT分布モデルによる場合と、ポアソン過程とした場合の、評価時点での危険率の比。 

指標（3）           ：評価時点での集積確率（前回の地震発生から評価時点までに地震が発生しているはずの確率）。 

指標（4）          ：評価時点以後 30年以内の地震発生確率、BPT分布モデルでとりうる最大の確率の値で割った

値。 

指標（5）          ：ポアソン過程を適用した場合の危険率（１年間あたりの地震発生回数）。 
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<付録> 

 

京都盆地－奈良盆地断層帯については、地震調査研究推進本部地震調査委員会（2001b）により、それ

までに行われた調査結果に基づいた長期評価が公表されているが、京都盆地－奈良盆地断層帯の構成断層

の位置形状・活動様式・活動間隔などの違いという観点から活動区間の区分を見直した結果、ここでは断

層帯を北部区間・南部区間に二分する改訂を実施した。 

以下に、改訂となった主な項目について、前回の評価と今回の評価の対比表を示す。なお、新たな知見

が得られていない部分に関しては、原則、従前の評価を踏襲したものとなっていることに留意されたい。

また、評価にあたっては、下表に示す数値のほか、各値を求めた根拠についても改訂していることに留意

されるとともに、その詳細については評価文を参照されたい。 

なお、本評価では、放射性炭素同位体年代（14C年代）について、較正曲線（IntCal20, Reimer et al., 

2020)を用いて暦年較正プログラム OxCal4.4（Bronk Ramsey, 2009, 2021）に基づいた方法によって暦年補

正を行っている。これにより、南部区間では、過去の活動履歴に関する新たな資料が得られていないもの

の、活動時期（最新活動時期）や平均活動間隔、地震発生確率に変更が生じていることに留意する必要が

ある。 

 

京都盆地－奈良盆地断層帯の評価についての新旧対比表※2 

項 目 
前回の評価 

（平成 13年７月 11日） 

今回の評価 

（令和８年１月１日時点） 

断層帯を構成す

る断層 

井手断層、片山（断層）、 

奈良坂撓曲、高樋断層、園

原町（断層）、中山町－三輪

（断層）、三百断層、菩提仙

川－天理（断層）、萱生町－

穴師（断層）、天理撓曲、櫟

本（断層）、丹波市町（断

層）、長柄－巻野内（断

層）、箸中－三輪（断層）、

帯解断層、佐保田撓曲、曽

根山撓曲、佐紀町撓曲、日

葉酢媛命稜（断層）、僧坊撓

曲、植田断層、秋篠撓曲、

中山（断層） 

 

北部区間：銀閣寺－南禅寺（断

層）、桃山断層、黄檗断層群、

花山－勧修寺断層、膳所断層、

宇治傾動帯 

 

南部区間：井手断層、片山（断

層）、奈良坂撓曲、園原町（断

層）、中山町－三輪（断層）、菩

提仙川－天理（断層）、萱生町

－穴師（断層）、天理撓曲、櫟

本（断層）、丹波市町（断層）、

長柄－巻野内（断層）、箸中－

三輪（断層）、帯解断層、佐保

田撓曲、曽根山撓曲、佐紀町撓

曲、日葉酢媛命稜（断層）、植

田断層、秋篠撓曲、中山（断

層）、和束谷断層 

 

断層帯の位置・

形状 

断層の位置 

（北端） 

北緯 34°50′ 

東経 135°49′ 

（南端） 

北緯 34°31′ 

東経 135°51′ 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎ 

 

 

◎ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

断層の位置 

全体 

（北端） 

北緯 35°2.2′ 

東経 135°48.0′ 

（南端） 

北緯 34°31.5′ 

東経 135°51.1′ 

北部区間 

（北端） 

北緯 35°2.2′ 

東経 135°48.0′ 

（南端） 

北緯 34°50.0′ 

 

 

◎ 

 

 

◎ 

 

 

 

○ 

 

 

◎ 
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長さ 約 35 km 

 

 

一般走向 Ｎ10°Ｗ 

 

 

傾斜 50－60 度東傾斜（地

下 600ｍ以浅） 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

◎ 

 

 

◎ 

東経 135°47.8′ 

南部区間 

（北端） 

北緯 34°50.1′ 

東経 135°48.4′ 

 （南端） 

北緯 34°31.5′ 

東経 135°51.1′ 

長さ 全体 約 57 km 

北部区間 約 23 km 

南部区間 約 35 km 

一般走向 全体 Ｎ５°Ｗ 

北部区間 Ｎ－Ｓ 

南部区間 Ｎ７°Ｗ 

傾斜 北部区間 

（桃山断層） 東傾斜 50°程

度（地下 200ｍ以浅） 

（黄檗断層群） 東傾斜 25－

55°程度（地下100－300ｍ

以浅） 

（花山－勧修寺断層） 西傾

斜 

（膳所断層） 西傾斜 

南部区間 50－60°東傾斜

（地下 600ｍ以浅） 

断層面の下端の深さ 

北部区間 15 km程度 

南部区間 15 km程度 

 

 

◎ 

 

 

◎ 

 

 

◎ 

○ 

◎ 

◎ 

◎ 

◎ 

 

△ 

 

△ 

 

 

△ 

 

〇 

〇 

 

 

△ 

△ 

断層のずれの向

き 

東側隆起の逆断層 ◎ 北部区間 東側隆起の逆断層 

（花山－勧修寺断層・膳所断層

は西側隆起の逆断層） 

南部区間 東側隆起の逆断層 

◎ 

 

 

◎ 

平均的なずれの

速度 

約 0.6ｍ／千年（上下成分） ○ 北部区間 約 0.6－0.7ｍ／千年

（上下成分） 

南部区間 約 0.6－0.7ｍ／千年

（上下成分） 

△ 

 

○ 

過去の活動時期 

最新活動時期 

約１万１千年前以後、約

１千２百年前以前 

 

◎ 

最新活動時期 

北部区間 不明 

南部区間 約４千６百年前以

後、９世紀以前 

 

－ 

◎ 

１回のずれの量

と平均活動間隔 

１回のずれの量 

約３ｍ(上下成分) 

 

 

 

平均活動間隔 

約５千年 

 

○ 

 

 

 

 

△ 

１回のずれの量 

北部区間 ２ｍ程度 

（上下成分） 

南部区間 ４ｍ程度 

（上下成分） 

平均活動間隔 

北部区間 ３千３百－３千８

百年程度 

南部区間 ３千－６千年程度 

 

△ 

 

△ 

 

 

△ 

 

〇 

過去の活動区間 断層帯全体で１区間 ○ 北部区間と南部区間の２区間 〇 

将来の活動区間

及び活動時の地

震の規模 

断層帯全体で１区間 

地震の規模 Ｍ7.4程度 

○ 

○ 

活動区間 

北部区間と南部区間の２区

間 

北部区間 

 

△ 
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地震の規模 Ｍ7.1程度 

ずれの量  ２ｍ程度（上

下成分） 

南部区間 

地震の規模 Ｍ7.4程度 

ずれの量  ４ｍ程度（上

下成分） 

南部区間と北部区間が同時に

活動する場合 

地震の規模 Ｍ7.8程度 

△ 

△ 

 

 

△ 

△ 

 

 

 

△ 

将来の地震発生
確率 

地震発生確率 

地震後経過率 0.2－2.2 

今後 30年以内 

ほぼ０％－５％ 

今後 50年以内 

ほぼ０％－７％ 

今後 100年以内 

ほぼ０％－10％ 

今後 300年以内 

0.002％－40％ 

集積確率 

ほぼ０％－90％より大 

 

地震発生確率 

北部区間 

地震後経過率 不明 

今後 30年以内 0.8％—0.9％ 

今後 50年以内 １％—２％ 

今後 100年以内 ３％ 

今後 300年以内 ８％—９％ 

南部区間 

地震後経過率 0.2－1.5 

今後 30年以内 

ほぼ０％－６％ 

今後 50年以内 

ほぼ０％－10％ 

今後 100年以内 

ほぼ０％－20％ 

今後 300年以内 

ほぼ０％－50％ 

集積確率 

ほぼ０％－90％

より大 

 

 

 

 

d 

 

 

 

 

 

 

 

 

a 

対比表に示した（◎、○、△、▲）及び（a、b、c、d）については信頼度を示す。それぞれの詳細につい

ては、注３及び注９を参照のこと。 

※2変更が生じた項目のみ表示。 


